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背景

日経新聞

• ㈱リケンの被害

• 部品調達難のため、
自動車12社生産ス

トップ

• 自動車12万台超の

減産

動機

メカニズムの解明メカニズムの解明

阪神淡路大震災(1995)，アイシン精機(1997)でも

㈱リケンの被災に関する日経新聞の記事
2007/7/18



カスケード効果

中間財部門
最終財部門被災

経済全体としての被害が甚大化

生産要素＝中間財



カスケード効果発生の要因

中間財部門
最終財部門被災

中間財の代替性が要因



復興過程にも着目：事例から

• 被害波及効果有

• トヨタ等の自動車メー
カーが人員投入

• １ヶ月の復旧見込みが、
１週間に短縮

• 被害波及効果無

• 取引先が他社製品にシ
フト

㈱リケン（中越沖地震） 旧三洋電子（中越地震）

代替可能性 小 代替可能性 大
高シェア 汎用品

中間財の代替可能性は復興速度にも影響する



本研究での仮説

代替可能性
（中間財）

小

大

カスケード効果 復興速度

速い

遅い



経済成長理論を用いたモデル化

資本の蓄積、投資、に対する合理的な意思決定を表現
できるモデルとして、経済成長理論を用いた。

ー＞経済復興過程を表現するのに妥当

経済成長理論を用いた復興過程の分析：先行研究

○複数の産業部門間の影響を取り扱っていない

○地域外からの復興資金の流入を取り扱っていない

Tatano et al.(2000, 2004), Yokomatsu et al.(2002)
Mulligun and Sala-i-Martin(1993)

既存のモデルではカスケード効果を表現できない

Ramsey(1928), Cass(1965), Koopmans(1965)



家計最終財部門
消費財市場

（open）

供給

中間財部門

中間財市場
（close）

消費

労働市場

資本市場
（open）

投資

供給

調達

供給調達

投資 預金・借入

調達

中間財市場
（open）

中間財市場が国内で閉じている場合と開放的な場合を比較する

中間財の代替可能性による比較分析
地域外からの代替的な調達可能性で代替性を表現



経済成長理論を用いた復興過程のモデル化

家計

中間財部門

最終財部門

s.t.

賃金 利子 配当 消費貯蓄
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最大化の一階条件
ハミルトニアンを用いた最大化問題の解
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1. 中間財部門

資本1単位増加に対する限界収入が市場利子率と一致

1単位の投資による費用の増加がシャドウプライスと一致

資本蓄積式と横断性条件



最大化の一階条件(2)

2. 最終財部門
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中間財の限界生産物の価値が中間財価格に一致
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資本1単位増加に対する限界収入が市場利子率と一致

資本蓄積式と横断性条件



他の仮定

• 雇用労働量、賃金率は定常状態の値で一定.
• 生産関数の一次同次性.
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被災前の成長経路

• このモデルでは成長率ゼロの定常状態に経
済が収束する。

• 定常状態のある時点で災害が生起すると仮
定する。

• 中間財部門の資本のみが減少するケースを
分析



復興過程の比較分析

中間財が非代替的非代替的（（市場CloseClosedd） 中間財が代替的代替的（市場OpenOpen）

図：最終財部門の生産の推移
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図：中間財部門の生産の推移

非代替的な場合にカスケード効果が生じている



復興過程の比較分析：GDP
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回復スピードが早い

低下幅が大

中間財が非代替的非代替的（（市場CloseClosedd） 中間財が代替的代替的（市場OpenOpen）

図：被災後のGDP水準の推移



本研究で言いたいこと

• 中間財の代替可能性に着目することでカス
ケード効果発生の構造を説明できることを理
論的に検証

• 代替可能性は、カスケード効果による被害の
拡大効果だけでなく、復興のスピードの違い
を説明することもできる

• ー＞カスケード効果を議論する場合にはその
復興過程まで含めた議論が必要



今後の課題

• 経済全体の被害総額の比較

– →被害評価の整合性の議論が不可欠

– カスケード効果はどの程度経済被害総額を増大
させうるのか

• 今回は極端な２つの場合の比較にとどまる。

– ー＞中間的な場合を考慮

• 今回はカスケード効果の要因に対する考察
にとどまる。

– ー＞どのような対策が必要となるかの議論をした
い


